
北海道下水道事業経営戦略【概要版】（Ｒ８年４月改定）

第２章 事業概要

第１章 策定の趣旨

第３章 経営の基本方針

第４章 現状と将来の見通し
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１ 策定の目的

・道が管理運営する公共下水道事業及び流域下水道事業について、経営方針や将来像を明確化し、持
続可能な下水道サービスの提供と経営基盤の強化を目的として策定

２ 計画期間

・令和３年度（2021年度）から令和12年度（2030年度）まで（10年間）

３ 改定の趣旨

・策定から５年が経過し、企業立地の動向や賃金・物価変動など社会情勢の変化、令和６年の能登半
島地震や令和７年に埼玉県八潮市で発生した道路陥没事故等を受け、新たな課題に対応するため見
直し

１ 経営の健全性の向上

・適正な収入の確保や費用の見直しによる収支の改善及び適切な資産管理

２ 安定した下水道サービスの提供

・施設の適切な維持管理の実施及び計画的かつ効率的な更新

３ 安全で安心なまちづくりの推進

・施設の耐震化推進及び業務継続計画に基づく防災訓練実施による災害に強い体制整備

１ 公共下水道事業

（１）経営指標による現状分析
・経常収支比率、経費回収率、流動比率、管渠老朽化率 など

（２）将来の見通し
・有収水量、管路施設の老朽化、収支の見通し など

（３）経営基盤強化に資する取組
・公共下水道における下水道使用料単価の見直しなど収入確保に向けた取組
・ストックマネジメント計画に基づく効率的・効果的な投資など経費削減に向けた取組
・管路台帳のデジタル化やドローンを活用した点検などＤＸ・ＧＸの取組 など

（４）収支計画
・維持管理の効率化や下水道使用料金の見直しなどにより支出の削減と収入の安定確保に努め、
経営環境の健全化を目指す

事業名
事業の沿革

運営形態
地域 供用開始 関係市町

公共下水道 石狩湾 昭和58年度 －

・民間業者に運営を委託
・下水道使用料(Ｒ８.４～)
基本料金:６,４５０円
(２５㎥までの使用分)
従量料金:２５５円２０銭/㎥
(２５㎥を超える1㎥ごと)

流域下水道

石狩川 昭和60年度
美唄市、芦別市、赤平市、滝川市、
砂川市、歌志内市、奈井江町、
上砂川町、浦臼町、新十津川町 ・関連市町に維持管理業務（許認可関係

を除く）を委託
十勝川 昭和54年度 帯広市、音更町、芽室町、幕別町

函館湾 平成元年度 函館市、北斗市、七飯町



１ 経営戦略の進捗管理

・毎年度、決算状況などを踏まえ、計画と実績との乖離の要因を分析するなどＰＤＣＡサイクルを
活用した進捗管理

２ 経営戦略の見直し

・経済社会情勢の変化や新たな課題に対応するため、中間年の５年を目安に見直し

３ 今後の予定及び目標

（１）公共下水道事業

・ロードマップ

・業績目標

・経営目標

第５章 新たな取組の検討
次期戦略の策定に向けた取組の検討

（２）流域下水道事業

・広域化・共同化の目標

十勝川：帯広川下水終末処理場と幕別町浄化センターを十勝川浄化センターに統合

（令和11年度供用開始）

函館湾：大沼下水浄化センターを函館湾浄化センターに統合（令和15年度供用開始）

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

経費回収率 29.1% 30.0% 30.7% 31.0% 28.7% 33.6% 33.6% 33.3% 32.6% 31.6%

※Ｒ３～Ｒ６は決算値

年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

経常収支比率 76.2% 75.2% 74.5% 74.4% 68.8% 75.0% 72.0% 71.4% 70.0% 69.2%

※Ｒ３～Ｒ６は決算値

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ Ｒ１１ Ｒ１２

改定

改定

使用料改定検討 改定

中間
見直し

経営戦略計画期間

経営戦略の改定
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２ 流域下水道事業

（１）経営指標による現状分析

・経常収支比率、流動比率、管渠老朽化率 など

（２）将来の見通し

・管路施設の老朽化、収支の見通し など

（３）経営基盤強化に資する取組

・ストックマネジメント計画に基づく効率的・効果的な投資など経費削減に向けた取組

・周辺市町村と連携し広域化・共同化の取組を促進

・管路台帳のデジタル化やドローンを活用した点検などＤＸ・ＧＸの取組 など

（４）収支計画

・関連市町から負担金を適正に徴収

・維持管理の効率化や広域化・共同化の取組を進め、経営環境の健全化を目指す

１ 官民連携の強化

・「水の官民連携」（ウォーターＰＰＰ）の導入検討

２ 脱炭素化への貢献

・太陽光発電などのＰＰＡ事業の導入。処理場敷地を有効活用し、発電設備や蓄電設備などを設置。

３ 情報通信技術・新技術（ＤＸ・ＧＸ）などの活用

・ＡＩを活用した下水道管路の効率的・効果的な点検・調査の検討 など

第６章 経営戦略の進捗管理・検証


